
雇用保険に「教育訓練休暇給付金」が創設 

2025 年 10 月から雇用保険に「教育訓練

休暇給付金」が創設されます。 

教育訓練休暇給付金とは、雇用保険の一

般被保険者が離職することなく教育訓練に

専念するため、自発的に休暇を取得した場

合に、訓練・休暇期間中の生活費を保障す

るため、失業給付（基本手当）に相当する金

額が支給される給付金です。 

主な支給要件は、①休暇開始前２年間に

12 か月以上の被保険者期間があること、②

休暇開始前に５年以上雇用保険に加入して

いた期間があること、③業務命令によらず

就業規則等に基づいて教育訓練を受けるた

めに無給の休暇を取得していることです。 

なお、従来からある「教育訓練給付金」は、

雇用保険の被保険者がハローワークの指定

する教育訓練を受講した場合に、受講料な

どの一部が修了後に支給されるものです。 

 

加入期間がリセットされるので注意！ 

 教育訓練休暇給付金の金額は、失業給付

の算定方法と同様に休暇開始前６か月間の

賃金額をベースに算定されます。 

給付日数は、雇用保険の加入期間によっ

て異なり、５年以上 10 年未満で 90 日、10

年以上 20 年未満で 120 日、20 年以上は 150

日となっており、自己都合退職による基本

手当の失業給付に近いものです。 

教育訓練給付金と大きく異なるのは、教

育訓練休暇給付金を受けてしまうと、それ

までの雇用保険の加入期間がリセットされ

てしまい、受給後に失業給付を受けるため

には、新たに支給要件を満たすための加入

期間が必要となることです。なお、育児介

護給付金や教育訓練給付金の支給要件期間

には影響しないとされています。 

 

業務命令による訓練や有給休暇は対象外 

 教育訓練休暇給付金の支給要件に、「業務

命令によらず就業規則等に基づいて無給の

休暇を取得すること」とされています。 

すなわち、業務命令による教育訓練では

なく社員が自発的に受講する教育訓練でな

ければならず、有給休暇を取得して受けた

教育訓練も対象外となります。また、会社

でもあらかじめ就業規則等に自発的な教育

訓練休暇中の賃金は無給であることを規定

しておくなどの準備も必要になります。 
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